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平成２７年統一地方選挙 基本政策（公約） 
 

自由民主党青森県支部連合会 

 

前   文 
 

青森県の人口は、昭和５８年をピークとして人口減少傾向が続いており、 

平成２２年の国勢調査では１３７万３，０００人と前回調査と比較して６万

３，０００人の減少となり、減少幅は過去最大となりました。この傾向は今

後も継続すると予想されており、平成５２年には本県人口は約９３万人にな

ると推計されています。 

 

人口の減少は、「静かなる危機」と呼ばれるように、日々の生活において

は実感しづらいものです。 

しかし、このまま推移するならば、将来的には経済規模の縮小や生活水準

の低下を招き、究極的には国としての持続性すら危うくなります。 

この危機的な状況を目前にして、われわれはただ立ちすくんでいるわけに

はいきません。厳しい現実を正面から受け止め、断固たる姿勢で立ち向かわ

なければなりません。 

 

そのためには、英知を結集して的確な政策を実行し、総力を持って取り組

めば、人口減少、超高齢化に対応することは可能と考えるべきです。 

いつの時代も国を支えてきたのは「地方」です。 

地方が自ら考え、責任を持って取り組むことが何よりも重要です。 
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１ 東日本大震災からの創造的復興を加速 

 

東日本大震災による港湾・漁港などの各種インフラの復旧は一定の目処は

ついたものの、被災者の生活再建支援など継続して対応すべく課題も残され

ています。引き続き、復興への動きを加速するとともに、単なる復旧にとど

まらない創造的復興に取り組みます。 

また、近年大型化している台風や集中豪雨被害などから一人でも多くの命

と財産を守るため、事前防災・減災対策に力を尽くし、国土の強靭化に取り

組みます。 

 

・被災地の農林水産業の復興を推進します 

・復興特区制度など国の各種復興施策を活用し、復興を促進します 

・八戸港の整備促進と国際拠点港湾の指定を目指します 

・被災企業の事業再建のために、金融支援や販路拡大支援を行います 

・ローン対策、資金繰り対策など生活再建や雇用・産業育成に努めます 

・学校、公共施設、民間建築物などの耐震化加速と通学路の歩道を整備します 

・大規模災害に備えた防災体制の強化に努めます 

・防災・減災の視点に立って公共事業を推進します 
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２ 元気な青森県を創るための積極的な経済対策 

 

アベノミクス効果により日本経済は着実に景気回復してきていると言わ

れていますが、一部業種によっては回復の兆しはあるものの、肌で感じるに

は至っていないのが現状です。本県の経済を支えている中小企業・小規模事

業者等が安定的な経営ができ、地域資源を活用した新たな事業に取り組むこ

とができるよう、金融対策、研究開発支援、産学官金連携の促進などについ

て積極的に対応します。 

また、観光産業の活性化と戦略的な振興について、北海道新幹線開業によ

る効果が県全体に波及するよう取り組みます。 

 

・社会・経済活動に支障のないよう、エネルギー需給の安定・確保に努めます 

・中小企業のものづくり支援や地域の商店街の振興など、中小企業・小規模

事業者の経営安定への支援に努めます 

・金融支援と経営支援を一体的に実施するなど、中小企業の資金繰りを支援

します 

・設備投資支援制度の恒常化に努めます 

・県・市町村財政基盤の充実を図るため、地方交付税の復元・増額に努めます 

・魅力ある観光地整備など、観光振興を通じた地域の活性化を支援します 

・青い森鉄道への財政支援に努めます 

・北海道新幹線開業効果獲得への取り組みを強化します 

・北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）青函共用走行区間の高速化に努め

ます 

・情報通信関連産業への支援制度を充実します 

・県内のものづくり産業の再生を図り、企業誘致を促進します 

・県内産業の振興と持続可能な低炭素社会実現への取り組みを強化します 

・津軽半島・下北半島地域の振興対策を促進します 

・プレミアム付商品券の発行などによる消費の喚起・拡大に取り組みます 
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３ 生活の安定と生きがいのための、しっかりとした雇用対策 

 

本県の有効求人倍率は大幅に改善しているが、依然として全国下位にある

ことから、雇用の維持と新たな雇用を生むような施策を展開します。 

特に、将来を担う新規学卒者を中心とした若年者の雇用対策に積極的に対

応します。 

また、長年雇用の受け皿として支えてきた建設産業に対して十分に意を用

い、国土強靭化の取り組みを地域経済の中長期的な発展の呼び水とすべく、

公共事業の確保と建設産業支援についても対応します。 

さらに、障がい者の就労支援を進めるとともに、若者、女性、中高年齢者

など一人ひとりの状況に応じた就労支援を積極的に進めます。 

 

・雇用の創出と就労支援サービスを拡充・強化し、職業教育を充実します 

・産・育休の取得範囲の拡大などによる子育てと仕事の両立など頑張る個人

を支援するため、経済のグローバル化や活力ある社会に対応した労働環境

を整備します 

・「手当より仕事」を基本にした自立・就労を促進します 

・女性による創業・起業など新たな取り組みへのチャレンジを推進します 

・雇用機会の創出及び在職者の処遇改善に取り組みます 

・地域産業の成長を支える人材育成などに向けた新たな地域雇用対策を展

開します 

・魅力ある観光地の整備など、観光の振興を通じた地域の活性化を推進します 

・地域の観光を支える人材の育成に努めます 
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４ 健康で長寿な青森県を目指して、質の高い地域医療の提供 

 

産科、小児科などの特定診療科の医師・看護師をはじめとした医療スタッ

フ確保対策を強化するほか、各地域の自治体病院の機能再編を推進するなど、

地域医療の充実・強化に努めます。 

また、がん診療体制の強化と医療の高度化を図るとともに、県民一人ひと

りの健康的な生活習慣づくりなどの取り組みを推進し、短命県返上に積極的

に取り組みます。 

 

・国民皆保険を守ることを基本に、処遇改善などを通じて、医師などの人材

や高度医療機器などの医療資源を確保するとともに、その適正配置を図り、

地域で必要な医療の確保に努めます 

・医師及び医師を志す若い人たちを地域全体で支える取り組みを推進する

など医師不足解消に積極的に取り組みます 

・予防を重視した健康、医療、福祉包括ケアシステムの充実に取り組むとと

もに、県民一人ひとりの健康的な生活習慣づくりなどの取り組みを推進し

ます 

・医療保険制度における財政基盤の安定化、保険料負担の公平の確保、保険

給付の対象となる療養の範囲の適正化などにより、真に必要な医療の提供

に努めます 

・国民健康保険と高齢者医療制度の見直しは、市町村の意見を充分に取り入

れます 

・患者の利益に適う最先端の医薬品、医療機器及び再生医療などの研究・開

発と迅速な導入を進めます 

 

 

 

 



6 
 

５ 日本の食を支える農林水産業の振興 

 

本県は、日本の食を支える食料供給県であり、農林・畜産・水産業は重要

な基幹産業であることから、この大切な産業を守り育てるため、農山漁村の

地域経営を進め、地域の持続的・自立的発展を図ります。 

そのため、売れる仕組みづくりによる販売力強化、安全・安心で優れた青

森県産品づくりと一層のブランド化の推進、山・川・海をつなぐ水循環シス

テムの再生・保全、多様な経営体の成長を支える人材育成に取り組みます。 

なお、水田農業については、国の米政策が転換期を迎えている中で、本県

の農家・水田農業を守っていくために、生産現場が不安を抱くことなく、安

心して営農のビジョンを描き、安定した経営ができるよう取り組みます。 

 

・農家所得の向上・担い手育成、農地の維持・農業基盤の整備、農山漁村の

維持・発展のため、農林水産予算の充実に努めます 

・農地中間管理機構の強化により担い手を育成します 

・りんごを含む果樹の価格安定制度と共済制度を組み合わせた新たな支援策

を創設します 

・新規就農・経営継承を応援するなど担い手の育成・確保対策を推進します 

・若手就業者の育成・確保に取り組み、漁業・水産業の振興策の強化に努め

ます 

・多様な消費者ニーズに対する水産物の消費拡大、魚食普及への取り組みを

強化します 

・畜産・酪農業の経営安定のための取り組みを強化します 

・森林吸収源対策としての森林整備の推進に努めます 

・多面的機能を評価した森林・山村維持の直接支払い制度の創設に努めます 

・県産木材の利用促進と普及、木質バイオマスの利用促進、木材価格安定対

策の強化、間伐・路網整備の充実・強化に努めます 

・災害に強い森づくり、違法伐採対策の強力な取り組み、山村振興対策の抜
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本的強化等を推進します 

・漁業所得補償制度を円滑に導入します 

・農道整備事業を継続します 

・食料自給率及び食料自給力（農地・水などの農業生産基盤、農業者、農業

技術）の維持向上に努めます 
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６ 青森県の未来を担う人づくりの推進 

 

未来の青森県を創る基盤となる人材を育成するために、子供たちが郷土に

誇りを持ち、志を抱き、これからの社会で自立するための力や国際的視野を

身に付け、国内外で活躍できる人材の育成や県民が芸術に触れる機会の充実

に努めるほか、誰もが気軽にスポーツに親しめる環境づくりや、スポーツに

携わる人材の育成などに取り組みます。 

 

・幼児教育の無償化、義務教育での就学援助制度の拡大、高校での就学支援

金制度の拡充、大学における給付型奨学金の創設に取り組みます 

・職業教育の充実をはじめとした、特別支援学校における学習環境の充実に

資するソフト・ハード両面における取り組みを強化します 

・子育てで孤立しがちな若い親に対する家庭環境の支援体制を強化します 

・通学路の安全を確保するなど、安心して通学できる環境を整備します 

・出産前や子育て中の母親が孤立しないように、子育ち・親育ち・家族育ち

を積極的に支援するとともに、虐待の早期発見に向けての地域や社会にお

ける取り組みを推進します 

・虐待された子供たちに笑顔を取り戻すために必要な支援を実施します 

・少人数学級編制の推進に努めます 

・学校施設などの防災機能を強化します 

・「北海道・北東北の縄文遺跡群」の世界遺産登録の実現に努めます 
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７ にぎわいのある地域を創るための広域インフラの整備 

 

本県は自然豊かな地域です。人と自然の共生を第一に考え、暮らしを支え

る社会基盤の整備に努めるとともに、ハード面ばかりでなく、暮らしのうる

おい、安全、にぎわいを創出するソフト面も積極的に推進し、真に魅力ある

地域の実現に取り組みます。 

 

・行政インフラや通信インフラをはじめ、生活関連インフラを含む重要イン

フラを強化します 

・災害に強い情報インフラの整備と災害時即応能力の向上を図ります 

・ランニングコスト支援制度を充実します 

・公共下水道事業の整備促進や浸水対策、地震対策、老朽化の進んでいる施

設の長寿命化への取り組みに努めます 

・雪総合対策への取り組みを強化します 

・都市計画道路の整備・促進に努めます 

・無電柱化、電柱の地中化を図り、都市の景観形成の整備に努めます 

・学校、公共施設などを耐震強化します 
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８ 暮らし、経済、交流を図るため広域交通ネットワークの整備を推進 

 

本県経済の活性化を図るため、輸送能力の向上と地域間の連携を支える高

速交通体系の整備について積極的に対応します。 

また、国内外との交流を拡大し、本県の活力を向上させるため、道路、鉄

路、航路そして空路の充実とネットワーク化を促進します。 

さらに、頻発する大型災害に備え、県民の生命・財産を守るため、県土の

「強靭化」に積極的に取り組むこととし、「防災公共」の推進に取り組みま

す。 

 

・青森空港、三沢空港の機能を充実・拡大します 

・主要幹線道路ネットワークの整備を促進します 

・八戸・十和田・奥入瀬ライン、国道３９４号・国道４５４号・白神ライン

の整備を促進します 

・国道１０１号の整備を促進します 

・一般国道１０３号奥入瀬（青橅山）バイパスの整備を促進します 

・津軽自動車道の整備を促進します 

・国道１０４号田子町夏坂～鹿角市大湯間のバイパスの整備を促進します 

・国道２７９号・３３８号の国直轄での整備・管理への取り組みを強化します 

・洪水、氾濫を阻止するための河川改修などの事業を推進します 

・緊急避難道路となる高瀬川架橋の新設整備を促進します 

・北海道新幹線「新青森・新函館北斗間」の開業に向けた津軽半島内の幹線

道路の整備を促進します 

・（仮称）西十和田トンネルの整備促進に努めます 
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９ 安全・安心な「エネルギー供給県」であることを全国に発信 

 

原子燃料サイクル施設をはじめ、原子力発電所、国際核融合エネルギー研

究センターが立地するとともに、全国第一位の設備容量を誇る風力発電を有

するなど、わが国のエネルギー政策に貢献し、根幹を担っている本県におい

ては、これらを活用した地域の活性化と産業振興が求められます。 

原子力については、安全確保を第一義に、エネルギー需給構造の安定性に

寄与する重要なベースロード電源との位置付けのもとに推進します。 

原子力発電の再稼働について、原子力規制委員会によって新規制基準に適

合すると認められた場合には、その判断を尊重し原子力施設の再稼働を進め

ます。その際、国や事業者に対して施設の安全確保対策の徹底を求めるとと

もに、防災対策を強化します。 

 

・再生可能エネルギー導入プロジェクトを推進します 

・ＩＴＥＲ計画と並行して取り組まれる「幅広いアプローチ」のプロジェク

トを推進します 

・原子力人材育成・研究開発拠点施設を整備します 

・浮体式ＬＮＧ基地実証プロジェクトの誘致に努めます 

 

 


